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◆ 岩手県の主要経済指標の推移

資料：岩手県調査統計課「岩手県鉱工業生産指数」、岩手県建築住宅課「新設住宅着工戸数」、東日本建設業保証㈱「岩手県内の公共工事の動向」、東京商工
リサーチ「倒産月報」、岩手労働局「岩手県の労働市場」、東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」

１．岩手県経済の動向１．岩手県経済の動向

関東自動車工業岩手工場（金ケ崎町）の22年度

の生産計画は、11月に生産開始する新型コンパク

ト車の生産を見込み、当初予想から2万台増の26

万台とした。

関東自動車工業と来年1月に宮城県大衡村で稼動するセントラル自動車を合わせ年産50万台体制が

整う。これに向け岩手県南から宮城県にかけて自動車関連産業の集積が進んでいる。

主力産業の一つであり、進出企業の多い半導体製造分野については、アジア向けを中心とする需要増

の流れを受けて、工場増設の動きも出てきていることから、今後雇用面などでの波及効果が期待される。

関東自動車工業岩手工場（金ケ崎町）の22年度

の生産計画は、11月に生産開始する新型コンパク

ト車の生産を見込み、当初予想から2万台増の26

万台とした。

関東自動車工業と来年1月に宮城県大衡村で稼動するセントラル自動車を合わせ年産50万台体制が

整う。これに向け岩手県南から宮城県にかけて自動車関連産業の集積が進んでいる。

主力産業の一つであり、進出企業の多い半導体製造分野については、アジア向けを中心とする需要増

の流れを受けて、工場増設の動きも出てきていることから、今後雇用面などでの波及効果が期待される。

県内経済は県内経済は厳しい状況にあるものの、製造業を中心に持ち直しの動きがみられる厳しい状況にあるものの、製造業を中心に持ち直しの動きがみられる

24.0万台

22年度

（当初予想）

26.0万台20.1万台26.0万台

22年度

（修正後予想）
21年度（実）20年度（実）

関東自動車工業岩手工場の生産台数の推移
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２０．８
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▲１．４▲０．２▲２．１▲ ０．１０．９大型小売店販売額（全店舗、前年比、％）
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２１年
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７

▲４４．７

▲４．４

１３．５

7月

１．６▲ ７．６９．８公共工事請負額（前年度比、％）

０．３９

２０

５．２

２３．９

4～6月

▲ ６．６▲１９．７新設住宅着工戸数（前年比、％）

０．５８

１１７

▲ ８．４

２０年１９年

１０５企業倒産件数（件）

１０．６鉱工業生産指数（原指数、前年比、％）

０．７３有効求人倍率（倍）
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２．平成２．平成2233年年33月期第２四半期月期第２四半期 損益状況損益状況

（単位：百万円）

前年同期比

経常収益 25,063 24,088 ▲ 975 22,800

業務粗利益 18,881 19,436 555 19,400

コア業務粗利益 19,635 19,082 ▲ 553 19,400

資金利益 17,330 17,094 ▲ 236 17,400

役務取引等利益 1,892 1,906 14 1,900

その他業務利益

（国債等債券損益を除く）

経費（△） 13,624 13,354 ▲ 270 13,500

コア業務純益 6,010 5,728 ▲ 282 5,900

国債等債券損益 ▲ 753 354 1,107 -              

162 106 ▲ 56 500

業務純益 5,095 5,976 881 5,400

臨時損益 ▲ 143 ▲ 1,790 ▲ 1,647 ▲ 2,200

300 1,569 1,269 1,850

うち株式等関係損益 485 257 ▲ 228 -              

うち退職給付費用（△） 544 498 ▲ 46 520

経常利益 4,952 4,185 ▲ 767 3,200

特別損益 ▲ 73 ▲ 26 47 20

中間純利益 3,115 2,570 ▲ 545 2,000

与信関連費用(A+B) 462 1,675 1,213 2,350

うち不良債権処理額（△） B

一般貸倒引当金繰入額（△） A

411 80 100

当初計画22／9期21／9期

▲ 331

コア業務純益は、貸出金・有価証券の利回り低下を主因として資金利益が減少したことにより減益

期初の大口先の破綻の影響を受け与信費用も増加したことから、経常利益、中間純利益ともに減益となるが、

当初計画を上回る実績を確保

コア業務純益の増減要因

前年比▲２．８億円

コア業務純益の増減要因

前年比▲２．８億円
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243256259

135 129 122

271

0

100

200

300

20/中 21/中 22/中 19年度 20年度 21年度 22年度

億円

３．主要勘定の状況３．主要勘定の状況

計 画

※県内シェアは期末月月中平残による国内銀行及び信用金庫における割合

（１）（１） 貸出金貸出金

8,582 8,536 8,502 8,262 8,694 8,599 8,560

3,064 3,101 3,194 3,260

1,685 1,947 2,020

2,958
3,178 3,231

1,922 2,042

1,383

1,747

39.0
39.6 39.7

39.0 39.3

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

20/中 21/中 22/中 19年度 20年度 21年度 22年度

億円

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

％

法人 個人 公共 県内シェア

22年度中間期の貸出金平残は、法人向け貸出が資金需要の低迷によりやや減少した一方で、個人向け、

公共向け貸出が引き続き堅調に増加したことから、年増額139億円（年増率1.0％）と増加

22年度通期では、個人向け、公共向け貸出の堅調な増加を見込み年増額98億円（年増率0.7％） を計画

貸出金平残の推移貸出金平残の推移

計 画

13,63713,637
13,33113,331

12,60412,604

13,54313,543 13,74213,742 13,84013,840

1.77 1.75

2.36
2.23

2.13

2.41 2.34
2.21

2.11

1.13

1.38 1.40
1.23

1.10

1.86
2.002.05

1.89
2.02

1.41
1.28

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

％貸出金利回（全体） 県内貸出金利回

県外貸出金利回

貸出金利息と利回りの状況貸出金利息と利回りの状況

13,77613,776

貸出金利息 貸出金利息
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783
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630 734 864

957
1,002

1,0231,145
1,040

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

19年度末 20年度末 21/9末 21年度末 22/9末

億円 投資信託 保険 公共債

16,501 16,881 17,076
16,040 16,572 16,922

3,737
3,885 3,983

3,731
3,896 3,970

1,695
1,560

1,764

17,134

3,522

1,517
1,553

2,055
1,661

47.9 47.9
46.9 47.0 47.3

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

20/中 21/中 22/中 19年度 20年度 21年度 22年度

億円

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

％
個人 一般法人 公金

金融機関 県内シェア

計 画

（２）（２） 預金等及び預り資産預金等及び預り資産

預金等平残の推移預金等平残の推移

※県内シェアは期末月月中平残による国内銀行及び信用金庫における割合

22年度中間期の預金等平残は、個人預金、法人預金ともに堅調に推移し、年増額669億円（年増率2.9％）と

伸長。22年度通期でも年増額480億円（年増率2.1％） を計画し、預金調達力の増強を図る

預り資産は、保険の販売が好調に推移したことから残高は前期末対比では増加

2,1602,160
2,3802,380

2,2762,2762,3552,355

22,50422,504

21,26121,261

22,98422,984

21,95721,957
22,07622,076 22,55622,556

預り資産残高の推移預り資産残高の推移

23,22523,225

2,4372,437

※保険は販売累計額を記載
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４．４．平成平成2233年年33月期通期月期通期の収益計画の収益計画

コア業務純益 （前年対比）

資金利益 ～貸出金利息および有価証券利息が

利回り要因により減収となるものの、

預金金利引下げもあり前年並の実績

確保を見込む （億円）

＜前提条件＞ ～期中の利下げは織り込まず

【無担コールO/N】 0.10％
【10年国債】 1.10～1.20％
【短プラ】 1.975％
【期末株価】 22年9月期末の株価水準（9,369円）

貸出金利息 △ 13

有価証券利息 △ 3  

余資運用益 △ 1

スワップ利息 △ 1

預金等利息 △ 17

＜減益要因＞＜増益要因＞

その他業務利益 ～ 金融派生商品収益が482百万

円減少

経費 ～ 経費削減プロジェクトの推進などにより、物件

費において232百万円の削減を計画

不良債権処理額

個別貸倒引当金 ～ 中間期の実績を踏まえ当初予想

より4億円の減少を見込む

経常利益・当期純利益

債券及び株式関係損益は織り込まず

通期収益計画の考え方通期収益計画の考え方（単位：百万円）

前年比

経常収益 50,801 45,100 ▲ 5,701 45,100

業務粗利益 37,087 38,000 913 38,600

コア業務粗利益 38,543 38,000 ▲ 543 38,600

資金利益 34,068 34,000 ▲ 68 34,600

役務取引等利益 3,759 3,800 41 3,800

その他業務利益

（国債等債券損益を除く）

経費（△） 26,710 26,600 ▲ 110 26,600

人件費 13,715 13,900 185 13,900

物件費 11,732 11,500 ▲ 232 11,500

コア業務純益 11,832 11,400 ▲ 432 12,000

国債等債券損益 ▲ 1,455 -             1,455 -             

▲ 230 ▲ 200 30 0

業務純益 10,607 11,600 993 12,000

臨時損益 ▲ 2,382 ▲ 2,800 ▲ 418 ▲ 3,200

3,625 2,100 ▲ 1,525 2,500

うち株式等関係損益 2,152 -             ▲ 2,152 -             

うち退職給付費用（△） 1,088 1,020 ▲ 68 1,020

経常利益 8,225 8,800 575 8,800

特別損益 ▲ 124 20 144 20

税引前当期純利益 8,100 8,820 720 8,820

当期純利益 5,239 5,300 61 5,300

与信関連費用（△） A+B 3,395 1,900 ▲ 1,495 2,500

22／3期

うち不良債権処理額（△） B

一般貸倒引当金繰入額（△） A

715 ▲ 515

※22年5月時点

の通期予想

200

23／3期

200
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５．中期経営計画の進捗状況５．中期経営計画の進捗状況

貸出金については、中小企業向け貸出が、需資の低迷および競争の激化などにより残高が減少していること

を主因として計画を下回って推移している。また、市場金利低下の影響を受けて、貸出金、有価証券ともに

利回りが計画を下回って推移していることから資金利益は計画を下回る見込にある

22年度は、これらの減少分を預り資産を中心とする役務取引等利益の底上げと経費削減プロジェクトの活動

成果を踏まえた物件費の削減などによりカバーすることで、主要計数については所期の目標値を目指す方針

コア業務純益コア業務純益

当期純利益当期純利益

Ｏ Ｈ ＲＯ Ｈ Ｒ

Ｒ Ｏ ＥＲ Ｏ Ｅ

ＴierⅠ比率ＴierⅠ比率

△４６億円△４６億円

６９．４％６９．４％

△３．４％△３．４％

１１．４２％１１．４２％

１２０億円１２０億円

２０年度実績２０年度実績

５２億円５２億円

６９．２％６９．２％

４．０％４．０％

１１．９０％１１．９０％

１１８億円１１８億円

２１年度実績２１年度実績

４２億円４２億円

７１．９％７１．９％

３．４％３．４％

１１％台半ば１１％台半ば

１０８億円１０８億円

中計目標中計目標

５３億円５３億円

７０．０％７０．０％

３．９％３．９％

１２％台１２％台

１１４億円１１４億円

２２年度予想２２年度予想

４６億円４６億円

７０．３％７０．３％

３．５％３．５％

１１％台半ば１１％台半ば

１１６億円１１６億円

中計目標中計目標

５５億円以上５５億円以上

６８．５％以下６８．５％以下

４．０％以上４．０％以上

１１％台半ば１１％台半ば

１２５億円以上１２５億円以上

２３年度目標２３年度目標主 要 計 数主 要 計 数

※１．ＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益×100 ２．ＲＯＥ＝当期純利益／資本平残×100

中中 期期 経経 営営 計計 画画



ⅡⅡ ．． 経経 営営 戦戦 略略
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１．成長戦略の基本的方向性１．成長戦略の基本的方向性

～ 長期ビジョン ～

「東北で 高のクオリティとそれにふさわしいスケールをもつ銀行」 の実現

「V－PLAN ～新たなる挑戦～ 」（平成21年度～23年度）を展開中

～ 長期ビジョン ～

「東北で 高のクオリティとそれにふさわしいスケールをもつ銀行」「東北で 高のクオリティとそれにふさわしいスケールをもつ銀行」 の実現の実現

「「VV－－PLANPLAN ～新たなる挑戦～～新たなる挑戦～ 」（平成」（平成2121年度年度～～2323年度）年度）を展開中を展開中

中期的な成長戦略中期的な成長戦略

いかなる環境の変化に対しても適応力をもつ、

しなやかで筋肉質な銀行の実現

いかなる環境の変化に対しても適応力をもつ、いかなる環境の変化に対しても適応力をもつ、

しなやかで筋肉質な銀行の実現しなやかで筋肉質な銀行の実現
経 営 環 境経 営 環 境

地域経済の停滞

人口の漸減

IFRSの導入

異業種からの銀行参入

バーゼルⅢ決着の影響

ゼロ金利政策の復活

健全性に裏打ちされた収益力の更なる向上健全性に裏打ちされた収益力の更なる向上健全性に裏打ちされた収益力の更なる向上

営業基盤の拡充（パフォーマンス）

業務構造の刷新（コスト） リスク管理態勢の高度化（リスク）

テーマテーマ

三位一体の「収益体質改革戦略」三位一体の「収益体質改革戦略」
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２．「攻めの経営」実現に向けて２．「攻めの経営」実現に向けて

基
礎
的
収
益
力
（コ
ア
業
務
純
益
）の
増
強

「攻
め
の
経
営
」へ
の
転
換

資金利益

○収益、ボリューム、リスクテイクの３要素の 適

バランスを目指す

役務利益

○事業領域の拡大による付加価値の創造

経費

○削減分を業務効率化や営業部門強化へ投入し、

「攻めの経営」への布石とする

厳しい経営環境が続くことを念頭に営業・管理部門を含めた「攻めの経営」をより具体化し、スピード感をもって

実行することにより成果（コア業務純益の増強）に結びつける

基礎的収益力の低下

•貸出金の伸び悩み

•利ざやの悪化

•有価証券の運用利回り低下

厚い自己資本と高度化した
リスク管理態勢

部 門 別 方 針
～経営環境・現状～
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営業活動量の強化を背景として
「攻めの営業」を展開

戦略ファンド・新商品の投入により既存マーケット及び

成長分野への取組みを強化

戦略ファンドの拡大

・当初のファンド額（80億円）を100億円に増額

⇒ 更なる増額も検討

「いわぎん『成長基盤強化』サポートプログラム」の推進

・当行独自の取組みとして「ものづくり事業」を選定

・ファンド額は300億円

緊急保証制度を活用した貸出の推進

・来年3月までの取扱期限を見据えた既利用先に対するアプローチ

（（１１）） 貸出金貸出金戦略戦略 －事業性貸出－－事業性貸出－ ①①

中小企業向け貸出の増強に向けて、「攻めの営業」を展開していく

当行の強みであるソリューション営業を活かし、医療・介護、環境、自動車産業などの成長が見込まれる分野に

注力する

中小企業向け貸出の増強に向けた戦略中小企業向け貸出の増強に向けた戦略

３．営業戦略

既存マーケットと成長分野への取組み強化 攻めの営業の展開

△ 100

△ 75

△ 50

△ 25

0

25

50

75

21/4 7 21/10 22/1 22/4 7

億円

戦略ファンド（名称：結力）等による

実行額 112億円

医療・介護分野の推進 46億円

（うち新商品によるもの 10億円）

施策効果により８・９月の

残高は前月対比で増加

中小企業向け貸出平残の増減状況

0

100

200

300

400

500

600

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末 22/9末

億円

償還分 200億円

緊急保証制度実績推移

実行額累計

月末残高

ターゲット
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貸出金戦略貸出金戦略 －事業性貸出－－事業性貸出－ ②②

ものづくり企業に対する当行の支援体制

・「TeSNet（テスネット）倶楽部」による自動

車産業の育成

～会員企業の技術力向上と、トヨタグループ企業

との取引拡大に向けた支援の継続

・Netbix(ネットビックス)（※）による企業PRの

支援

「北東北3県ものづくり企業フォーラム in

北上」の開催

～北東北3県の特徴ある技術を保有するものづくり

企業が、進出企業・地元大手企業に対して技術

をPR

関東自動車工業岩手工場

（生産能力：年間36万台）

・ハイブリッド車の生産開始を計画

・開発拠点の増強

（設計・調達部門の増員）

→現地調達率向上への期待

セントラル自動車

（生産能力：年間12万台）

・平成23年1月生産開始予定

・関東化成工業：自動車樹脂部品製造

～県内初進出（23年7月操業開始予定）

・林テレンプ：ﾌﾛｱｶｰﾍﾟｯﾄ等製造

～県内2カ所目となる工場新設を決定

（23年中操業開始予定）

・豊田紡織東北：シート等製造

（本社：岩手県北上市）～宮城工場を新設

（22年12月末操業開始予定）

岩手県内における主な製造業の工場新設・設備増強の動向

・ビューテック：自動車用ガラス製造

～工場増設（22年7月操業）

・アイシン東北：自動車部品製造

～第2工場新設

（23年5月操業開始予定）

ものづくり企業に対する支援体制ものづくり企業に対する支援体制

集積が進む自動車・半導体企業との橋渡しを果たすため地元のものづくり企業への支援体制を強化

特にも、自動車産業については、トヨタ自動車が東北を「国内第3の生産拠点」と位置付けており、セントラル自動車

（宮城県大衡村）の操業により年産50万台体制が整う。この動きに合わせて、岩手県内においても、自動車関連企業

の進出準備が加速しており、経済波及効果が期待される

集積が進む自動車・半導体企業との橋渡しを果たすため地元のものづくり企業への支援体制を強化

特にも、自動車産業については、トヨタ自動車が東北を「国内第3の生産拠点」と位置付けており、セントラル自動車

（宮城県大衡村）の操業により年産50万台体制が整う。この動きに合わせて、岩手県内においても、自動車関連企業

の進出準備が加速しており、経済波及効果が期待される

Netbix（ネットビックス）

北東北三行（当行・青森銀行・
秋田銀行）による、県境を越え
た広域のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞなどを
促進するための組織

※

一関市

金ケ崎町

大崎支店

仙台地区

５ｶ店

北上市

・EN大塚製薬：医療食製造・販売

～県内2カ所目となる工場進出を決定

（23年7月操業開始予定）

・東京エレクトロン東北（奥州市）

：半導体製造装置製造

～本社工場を増設

（23年1月操業開始予定）

岩手県
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（（２２）） 貸出金戦略貸出金戦略 －個人ローン－個人ローン－

住宅着工戸数の減少、雇用・所得環境の低迷が長期化するマーケット環境を踏まえ、確立された案件集約体制

を活用し、個人ローン残高の底上げを図る

住宅ローン実行額の状況（新築・肩代り別）

2,561
2,736

2,975 3,054

96
151

137

3,072

7373

86

79
150

145
135

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22/9末

億円 カードローン

消費者ローン

住宅ローン 3,2003,200

2,8082,808
2,9722,972

3,2653,265

個人ローン残高の推移

肩代り活動については営業店のインセンティブをより高めることを目的

に業績表彰にも反映

環境変化への適切な対応環境変化への適切な対応

ローンプラザ・コンサルティングプラザ

県内9カ店、県外3カ店

～当行住宅ローンの9割以上を実行

店 舗

自動審査システム （ローン審査の効率化）

営業店支援システム（詳細な顧客情報入手が可能）

～システムを活用した効率的な肩代りの推進

「いわぎん住宅倶楽部」との連携

22年9月末 会員数584社

～新築案件に加え肩代り案件の紹介活動を強化

システム

業者連携

3,2813,281

39 23 40
70

38

400

110

261366

429

25.9

8.8

21.1

8.6

5.9

0

100

200

300

400

500

18年度 19年度 20年度 21年度 22/9末

億円

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

％

肩代り 新築 肩代り案件割合

469469

389389
331331

439439

148148
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（（３３）） コンサルティング機能の高度化コンサルティング機能の高度化

預り資産販売額の推移

金融商品仲介業務の強化を図ることにより、多様化する顧客の投資ニーズに対応する

預り資産増強に向けて、今後大量償還を迎える個人向け国債などからの積極的なシフト活動を推進する

（百万円）

国債償還金などから預り資産への積極的なシフト推進

・ 個人向け国債償還金および大量満期が到来する定額

貯金の取り込みに向けた推進

金融商品仲介業務の強化金融商品仲介業務の強化

預り資産

関係手数料 1,319 1,260

22年度計画

1,090

21年度

912

20年度

1,302

19年度18年度

計画316
230

61 74

79

45
115

129121

109

112

187
240

381

30

70

115

103

65

18

45

40188

27

0

250

500

750

1,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22/上期

億円 投信 保険
公共債 金融商品仲介

837837

381381

485485507507
470470

盛岡市
（２カ店）

二戸市

宮古市

一関市

北上市

取扱店舗の拡大

現行6カ店⇒14カ店に拡大

県内全域をほぼカバーする体勢となる

コンサルティング機能の強化を図ることにより、外債・

仕組債の販売を強化する

八戸市

花巻市

奥州市

遠野市

久慈市

釜石市

八幡平市

大船渡市

金融商品仲介業務取扱店舗

現行の取扱店舗

取扱開始予定店舗 計 画

224224

預り資産増強に向けた取組み預り資産増強に向けた取組み

当行の金融商品仲介業務取扱店舗
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４．４．有価証券運用戦略有価証券運用戦略

有価証券平残・利息配当金の推移有価証券平残・利息配当金の推移

2,860 2,765 2,635 2,794 3,190 3,032

1,980 1,768
1,563

1,991

772 899
748

690 714
325

292

260 258

1,980
1,794

3,071
2,729 3,005

3,170 3,148

2,830

754 316
299
498

569 586 366

340 343

139

126
129

150
148

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 （22/中間）

億円

100

125

150

175

200

億円

国債 地方債 社債

外国証券 株式 その他証券

9,4899,489
8,9198,919 9,0679,0679,2229,222

9,6309,630

9,0179,017

計 画

有価証券利息配当金（右軸）

安全性と流動性を重視したポートフォリオ運営の継続

機動的な売買による投資効率の改善とリスクリターンを追及した分散投資の実施

3.17 2.78 3.00 3.36 3.74

1.351.42
1.541.681.61

1.58
1.42

1.57

1.26

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

18年度 19年度 20年度 21年度 22/中間

0.50

1.00

1.50

2.00

％デュレーション（左軸） 有価証券利回り（右軸）

有価証券利回り

有価証券利回り・デュレーションの推移

35 80

220

572

297

98

129

68

146

△ 55
△ 137

△ 9

120

△ 37 △ 53

△ 200

0

200

400

600

800

18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22/9末

億円

債券 株式 その他

有価証券評価損益の推移

～ ネット評価損益は前年度末対比22億円増加 ～

・評価益（グロス） 335億円（前年度末対比 ＋45億円）

・評価損（グロス） 100億円（前年度末対比 ＋23億円）

～ ネット評価損益は前年度末対比22億円増加 ～

・評価益（グロス） 335億円（前年度末対比 ＋45億円）

・評価損（グロス） 100億円（前年度末対比 ＋23億円）

安全性と流動性を重視した債券ポートフォリオの構築

・ 国債、地方債、公社債の比率維持

・ ファンド投資は入替中心の売買とし、分散投資を重視

・ 株式は残高圧縮

△48△48

234234

753753

322322

212212

有価証券利回り・評価損益の推移有価証券利回り・評価損益の推移

（地銀平均）

計 画
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△ 2△ 14

△ 8

△ 1

15

△ 2

21

36

44

36

17
15

0.43

0.18

0.05

0.12 0.13

0.24

△ 20

0

20

40

60

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

億円

△ 0.2

0.0

0.2

0.4

0.6
％不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

与信コスト率

５．信用リスク管理の厳格化５．信用リスク管理の厳格化

岩手県の企業倒産の状況

長期化する地域経済の低迷を背景に、企業業績の悪化傾向が強まりをみせていることから、経営改善支援や

ローンレビューへの取り組みを継続・強化し、資産の健全性の維持・向上と与信コスト軽減を図る

△50.021.61329.826卸・小売業

△64.7 ％

＋50.0

△22.2

△31.0％

前年比

35.02131.027建設業

構成比構成比

20.0

100.0％

140億円

12

60件

22/1～10

9.1

100.0％

397億円

8

87件

21/1～10

製造業

負債総額

倒産件数

与信コストの推移

計 画

債務者区分ランクアップへの取り組み

経営改善支援への早期着手

経営改善計画策定支援の継続

企業支援体制の整備

不況突破支援部隊の活動推進

ローンレビュー、延滞管理の強化

金融円滑化に対する適切な対応

顧客からの相談・申込への柔軟かつ迅速な対応

債務者区分ランクアップへの取り組み

経営改善支援への早期着手

経営改善計画策定支援の継続

企業支援体制の整備

不況突破支援部隊の活動推進

ローンレビュー、延滞管理の強化

金融円滑化に対する適切な対応

顧客からの相談・申込への柔軟かつ迅速な対応

貸出資産の劣化防止貸出資産の劣化防止貸出資産の劣化防止

0.39％

3.14％

22/9末

0.42％

3.31％

21/9末

0.25％

3.18％

21年度末

延滞率

不良債権比率

※延滞貸比率＝1ヵ月以上延滞貸出金／貸出金残高×100

債務者区分ランクアップ運動実績

34先

275先

22/9末

76先

436先

20年度

73先

580先

21年度

引上げ先数

取組み先数

不良債権比率および延滞率の推移

2121

77
1616

5959

3333

リーマンブラザーズ
の破綻

穴吹工務店
の破綻

不況突破支援部隊

業績改善のための具体的な「処方箋」（ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業、財務
支援など）をつくり、処置を施す支援部隊。営業統括部、地域
サポート部、審査部企業財務支援室の行員で編成。

1919
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13.43

11.42

12.04 11.90

12.6313.27

12.77

13.23

13.96

12.04

10.93

11.6910.91

10.19
11.19

10

11

12

13

14

19年度末 20年度末 21/9末 21年度末 22/9末

％ 自己資本比率 TierⅠ比率 コアＴierⅠ比率

22年9月末の単体自己資本比率は、13.96％と、22年3月末比では、内部留保の積み上げにより自己資本が増加

したことに加え、事業性貸出や有価証券等のリスクアセットが減少したことから、0.73ポイントの増加

バーゼルⅢの議論の動向を踏まえ、TierⅠ、特にもコアTierⅠを重視する方針

自己資本比率およびＴierⅠ比率の推移（単体ベース）

６．自己資本の状況６．自己資本の状況

※ コアTierⅠ＝TierⅠ－繰延税金資産相当額

なお、優先出資証券等の残高はゼロであり、リスクアセットは

現状方式で算出したものである

1,417 1,371 1,397 1,407 1,426

1,286 1,226 1,252 1,266 1,290

コ ア T i e r Ⅰ 1,196 1,094 1,137 1,161 1,194

繰 延 税 金 資 産
相 当 額

90 132 115 105 96

132 148 150 146 147

10,679 10,734 10,395 10,640 10,211

9,552 9,681 9,330 9,657 9,230

342 271 282 249 252

783 781 782 733 728

21年度末19年度末

オフ・バランス項目

資産（オン・バランス
項目）

20年度末 21/9末 22/9末

自 己 資 本

う ち T i e r Ⅰ

オペレーショナル・
リスクに係る額

う ち T i e r Ⅱ

リ ス ク ア セ ッ ト 等

自己資本およびリスク・アセット等の推移
（単位：億円）

※ リスク・アセット算出方法

信用リスク：標準的手法 オペレーショナル・リスク：基礎的手法

資本の質は引き続き高水準を維持

・ TierⅠ比率（単体ベース） 12.63％

・ コアTierⅠ比率（単体ベース） 11.69％

資本の質は引き続き高水準を維持

・ TierⅠ比率（単体ベース） 12.63％

・ コアTierⅠ比率（単体ベース） 11.69％
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７７．資本政策．資本政策（１）（１） －株式売出しの実施－－株式売出しの実施－

平成22年8月に株式売出しを実施

今後の持合い解消の流れを踏まえ、売出しによる個人株主増加・株主構成の改善を積極的に推進

161,300株（17.5％）事業法人その他

88,000株（ 9.6％）機関投資家

670,700株（72.9％）個人投資家

920,000株販売先

120,000株うちOA

800,000株

（大口株主3社）

うち売出し

920,000株オファリング株数

平成22年8月24日決議日

+1.25ﾎﾟｲﾝﾄ90.25%89.00%89.15%個人株主数比率（B／A）

+1,274人7,800人6,526人6,661人うち個人株主数（B)

+1,311人8,643人7,332人7,472人総株主数（A)

増減

（b）－（a）

22年度

中間（ｂ）

21年度

（a）
20年度

37.38

27.91 27.48

38.16 38.61 32.71

29.37

28.44

13.71

21.52 21.07 21.43 22.02

15.9012.4111.88

10

15

20

25

30

35

40

19年度末 20年度末 21年度末 22/9末

％ 金融機関 個人その他 外国法人等 その他

売出しの概要 株主構成の推移

個人株主数比率の推移

個人株主数の増加
および

株式の流動性の向上を実現

※ 株主構成＝所有株式数÷発行済株式数×100
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資本政策資本政策（２）（２） －自己株式取得の実施－－自己株式取得の実施－

＜株主還元率の推移＞ （単位：百万円、％）

売出しの際の希薄化対応のため自己株式の取得を実施。また、将来の希薄化を抑えるため、過去に発行した

ユーロ円CBの買入消却を実施

配当は、株主や地域社会との良好な関係維持の観点から、22年度も安定配当として1株当たり年間60円を

継続する

自己株式の取得 （11月12日公表）自己株式の取得 （11月12日公表）

－

－

－

△４，６６０

１，１０８

－

（６０円）

１，１０８

２０年度

３２．２

１１．３

２０．８

５，３００

１，７０７

６００

（６０円）

１，１０７

２２年度予定

（６０円）（６０円）（６０円）（６０円）（一株当たり年間配当額）

２４．１

２．９

２１．１

５，２３９

１，２６３

１５６

１，１０７

２１年度

２３．１１８．３１３．１配当性向（Ａ÷Ｄ）

２，５７８２，７８４１，９０３株主還元総額（Ｃ：Ａ＋Ｂ）

１，４６１１，６６２７６４自己株取得総額（Ｂ）

１，１１６１，１２２１，１３９配当金総額（Ａ）

５３．４４５．６２１．９株主還元率（Ｃ÷Ｄ）

３０．３２７．２８．８自己株式還元率（Ｂ÷Ｄ）

４，８１９６，１０６８，６７９当期純利益（Ｄ）

１９年度１８年度１７年度

11月15日～12月22日取 得 期 間

6億円（上限）取 得 価 額 総 額

15万株（上限）取 得 株 式 総 数

普通株式取 得 対 象 株 式

ユーロ円CB買入消却 （11月12日公表）ユーロ円CB買入消却 （11月12日公表）

125億円（消却累計額75億円）消 却 後 残 存 額 面 総 額

11.7億円買 入 消 却 額 面 総 額

平成22年11月12日買 入 消 却 実 施 日

2017年満期ユーロ円建

転換社債型新株予約権付社債
買 入 消 却 銘 柄

※ 自己株取得総額については、11月12日公表分の取得価額総額の上限額を掲載

（※）



お問い合わせ先

株式会社岩手銀行 総合企画部

Ｉ Ｒ担当 小野寺
ＴＥＬ： 019-624-8212
ＦＡＸ： 019-651-9868

Ｅ‐ＭＡＩＬ： ir-gpd@iwatebank.co.jp
ＵＲＬ： http：//www.iwatebank.co.jp/

投資家情報サイト： http：//www.iwatebank.co.jp/ir/

本日の説明内容についてのご照会等は下記までお願いいたします。
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